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大阪府食の安全・安心推進条例（仮称）の骨子（案）パブコメ用
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１　条例制定の背景と意義など





○　食は、科学であると同時に、文化である。人間の価値観や生き方と深くつながり、その生きる力、社会の活力の源泉である。


食の安全・安心の課題として、食料自給率の向上をはじめ、いたずらに食品を廃棄することや食べ残しの増加などへの反省、適切な食生活のあり方なども認識する必要がある。


食の安全・安心を確立しつつ、食に関する大阪の伝統を次世代に継承し、将来にわたって、食文化を発信していけるよう、府民の取組を支援していくことが求められる。


かつて大阪府内でおきた食の安全・安心を揺るがす事件が、二度と発生することがないよう、今後とも、大阪府が、食の安全・安心に係る施策を生活者の視点から総合的に進めていくため、基本的な考え方を確立し、施策推進に


資するこの条例を制定します。





２　目的と基本理念








（１）目的





食の安全・安心を確保するための基本理念を定め、府及び関連事業者の責務ならびに府民の役割を明らかにします。また、基本的な施策及び健康への悪影響の未然防止のための方策を定めます。








（２）基本理念





　食の安全・安心を確保するための基本理念を次のとおりとします。


食品の安全性を確保することにより、府民の健康を保護します。


食品の安全性を確保するため、生産から消費にいたる全ての段階で必要な取組を行います。


科学的な知見に基き、食品による健康への悪影響を未然に防止します。


リスクコミュニケーション（府民、事業者等、行政の十分な情報・意見交換）の推進により、食の安全・安心の確保を図ります。





３　定義及び関係者の責務と役割





（１）定義





食品：すべての飲食物（薬事法に規定する医薬品、医薬部外品を除く）


食品等：食品、添加物、器具、容器包装および食品の原料又は材料として生産


　　　　　　される農林水産物


生産資材：農林漁業において使用される肥料、農薬、飼料、飼料添加物、動物用


の医薬品その他の食品の安全性に影響を及ぼすおそれのある資材


食品関連事業者：府内に施設又は場所を有し、食品等及び生産資材の生産、製造、


輸入、販売その他の事業活動を営むもの








（２）関係者の責務と役割


　　①　府の責務





基本理念にのっとり、食の安全・安心の確保等のための総合的かつ計画的な施策を


　　策定し、実施する。


○　国や他の地方公共団体との連携を図る。





②　食品関連事業者の責務





自らが食の安全・安心の確保について第一義的責任を有していることを認識して


事業活動を行うとともに関係法令を遵守し事業活動を行う。


自らが取り扱う食品等又は生産資材に関して、安全性に係る情報を積極的に提供す


　　ることに努める。


○　府の実施する施策に協力する。





③府民の役割





食品等の安全性に関する知識と理解を深めるように努める。


食の安全・安心推進に関する府の施策について意見を表明し、協力する。





４　食の安全・安心を推進するための基本的な取組み





（１）食の安全・安心推進計画の策定、公表





知事は、食の安全・安心の確保に関する施策を、総合的かつ計画的に推進するため、府民や食品関連事業者の意見を聴いて推進計画を策定し、公表します。


知事は、食の安全・安心を推進するために講じた施策の実施状況を毎年公表し


ます。





（２）食品等の生産から販売に至る監視、指導及び検査の徹底





府は、食品等の生産から販売に至る各行程において、安全性を確保するために


　　必要な措置を講じます。





（３）食品等の表示の適正化の推進





府は、食品等の適正な表示を確保するため、食品関連事業者に対する監視指導や制度の普及啓発など必要な措置を講じます。





（４）リスクコミュニケーションの推進





府は、食の安全・安心の確保に関して、府、府民、食品関連事業者、学識経験者及び国や市町村等との情報並びに意見の相互交流の促進は図るため、必要な取組みを行います。





（５）情報の収集及び提供





府は、食品等の安全性に関する最新の情報の収集、整理、分析等を行い、府民


　　及び食品関連事業者に積極的に情報の提供を行います。





（６）学習及び教育の推進





府は、府民及び食品関連事業者が、食品等や食生活の安全の確保に関する正確な知識を学習できる機会の提供などに努めます。





（７）事業者による自主的な取組みの促進





府は、食品関連事業者が関係法令を遵守し、食品等の安全・安心の確保に関して


　　実施する自主的な活動を支援するため、情報の提供及び助言その他必要な措置を


講じます。





（８）調査研究の推進





府は、食品等の安全性に関する各種調査研究や食品等の試験・検査に関する研究


　　及び技術開発を推進します。





（９）環境への配慮





府、食品関連事業者及び府民は、食の安全・安心の確保に関する取組みを推進


するに当っては、当該取組みが環境に及ぼす影響について配慮するものとしま


す。








６　府民参画の推進





（１）情報の公表による被害の拡大防止





知事は、食品等によると考えられる被害が発生した場合で、その食品等と健康被害に蓋然性があると考えられる場合は、必要に応じて専門家の意見を聴き、早期にその情報を公表します。





（２）自主回収報告制度





５　健康への悪影響を未然に防止する又は被害を拡大防止する取組み





（３）緊急時の体制整備





府は、食品等により人の健康に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある


緊急事態が生じた場合に、緊急かつ適切に対処するため、関係機関との連携の


強化等必要な体制の整備を図ります。





（４）生産段階に適用される関係法令の遵守等





知事は、生産段階に適用される関係法令に違反したことが判明した府内流通食品に関し、生産部門を管理する関係機関に通知し措置を依頼することにより、再発防止に努めます。








施策の提案





（１０）食育の推進





府は、健康的な食生活を身に付けることを通じて、心と体の健康の増進と豊かな


　　人間形成を図るため、家庭、地域、学校、生産者、企業などと連携しながら食育


　　を推進することとします。





（１１）認証制度、顕彰制度等





府又は知事は、食品等の安全確保に積極的な取組みをし、食の安全・安心の推進に寄与するものに対し、一定の要件又は基準を設け、それにより認証または顕彰することが出来るものとします。また、そうした民間の取組を支援します。





府内に事業活動の拠点を置く食品関連事業者は、その製造、輸入、販売等を行


　　った食品等が食品衛生法違反あるいはその疑いがあり、自ら自主的な回収に着


手したときは、知事に報告するものとします。


○　知事は、その回収報告の情報を府民に公表します。





大阪府食の安全・安心推進評議会





大阪府における食の安全・安心の確保に関する重要事項について調査審議するため、大阪府食の安全・安心推進評議会（以下「評議会」という。）を置きます。


評議会は次に掲げる事項を調査審議します。


危害情報を早期に提供するための分析・知見に関すること。


緊急時に必要な科学的分析・知見に関すること。


評議会は、当該分野にかかる学識経験・専門的知識を有する者のうちから、知事が任命します。








７　大阪府食の安全・安心推進評議会





府民及び食品関連事業者は、食の安全・安心の確保に関する施策の策定、改善


　　又は廃止について、知事に提案することができます。


知事は、この規定による提案が行われたときは、必要な検討を行い、提案者に


その結果を通知します。








